



成の大合併」である。事実、1999年 3月 31日時点で全国に 3232あった市町村が、2014




































































経常収支比率（％） 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度
久喜市 82.5 85.4 87.1 92.6 90.7 91.7 94.4 
菖蒲町 78.9 82.8 83.8 88.0 87.3 86.6 91.4 
栗橋町 83.2 89.1 87.1 92.8 96.8 92.1 99.9 
鷲宮町 82.0 85.6 87.5 92.1 87.4 97.1 91.7 
経常一般財源等総額（千円） 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度
久喜市 13,931,940 13,136,381 12,918,551 12,441,118 13,034,519 13,040,853 12,539,793
菖蒲町 5,055,883 4,787,041 4,434,235 4,435,136 4,427,049 4,474,876 4,316,473
栗橋町 5,378,687 5,123,125 4,814,411 4,669,378 4,626,532 4,791,115 4,363,289
鷲宮町 6,340,636 5,944,990 5,556,610 5,370,492 5,522,671 5,583,813 5,619,526
1市 3町合計 30,707,146 28,991,537 27,723,807 26,916,124 27,610,771 27,890,657 26,839,081
経常経費充当一般財源等総額（千円） 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度
久喜市 11,880,306 11,905,368 12,626,458 12,650,366 12,669,361 12,707,567 12,445,465
菖蒲町 4,116,166 4,201,178 4,204,353 4,268,535 4,151,277 4,120,287 4,156,912
栗橋町 4,622,401 4,834,806 4,754,603 4,774,153 4,832,818 4,709,620 4,626,035
鷲宮町 5,387,604 5,422,553 5,576,600 5,496,499 5,232,707 5,806,373 5,452,299
1市 3町合計 26,006,477 26,363,905 27,162,014 27,189,553 26,886,163 27,343,847 26,680,711
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生した 16市町のうち 11市町が 2005年度に誕生しているが、この 11市町と平成の大合併
期に合併しなかった市町村を人口規模に応じて分け、2005年度と 2013年度のグループ別
平均経常収支比率を比較してみる。人口 30万人以上の市では、合併が 84.9％と 94.5％、
非合併が 85.5％と 92.0％、人口 10万人以上 30万人未満の市では、合併が 91.2％と
87.7％、非合併が 88.4％と 90.1％、人口 10万人未満の市では、合併が 88.5％と 86.3％、











経常一般財源等内訳（千円） 2009年度⑨ 2010年度⑩ ⑩－⑨ ⑩/⑨ 2011年度 2012年度 2013年度
地方税 20,815,678 20,595,598 －220,080 0.989 20,590,450 20,507,660 20,658,683
地方譲与税 522,836 483,911 －38,925 0.926 472,854 445,072 427,465
利子割交付金 71,230 63,761 －7,469 0.895 50,124 44,180 39,835
配当割交付金 27,162 34,274 7,112 1.262 39,123 44,522 84,352
株式譲与所得割交付金 14,575 11,533 －3,042 0.791 9,693 12,859 138,555
地方消費税交付金 1,252,312 1,250,166 －2,146 0.998 1,239,532 1,234,107 1,223,591
自動車取得税交付金 231,341 186,706 －44,635 0.807 108,550 193,483 169,404
地方特例交付金 285,927 250,832 －35,095 0.877 246,500 100,008 102,332
地方交付税 3,152,736 4,853,538 1,700,802 1.539 4,907,231 5,018,039 4,882,498
交通安全対策特別交付金 30,308 28,137 －2,171 0.928 27,552 27,034 24,558
分担金・負担金 270 9 －261 0.033 0 0 0
使用料 80,655 111,814 31,159 1.386 119,595 132,145 5,998
財産収入 5,289 6,408 1,119 1.212 13,191 13 0
諸収入 137,547 23,941 －113,606 0.174 24,780 14,255 5,016
各区分合計 26,627,866 27,900,628 1,272,762 1.048 27,849,175 27,773,377 27,762,287
経常経費充当一般財源等内訳（千円） 2009年度⑨ 2010年度⑩ ⑩－⑨ ⑩/⑨ 2011年度 2012年度 2013年度
人件費 7,669,793 7,462,833 －206,960 0.973 7,460,645 7,234,124 6,866,692
扶助費 1,671,837 2,443,350 771,513 1.461 2,610,998 2,947,941 3,078,155
公債費 4,946,704 4,944,557 －2,147 1.000 5,087,099 5,053,689 5,007,674
物件費 3,388,202 3,270,529 －117,673 0.965 3,556,320 3,534,400 3,578,646
維持補修費 329,087 319,794 －9,293 0.972 319,931 435,173 285,830
補助費等 5,663,692 5,300,519 －363,173 0.936 5,158,722 4,868,672 4,874,069
繰出金 4,017,363 4,133,141 115,778 1.029 3,803,834 4,063,871 4,122,255
各区分合計 27,686,678 27,874,723 188,045 1.007 27,997,549 28,137,870 27,813,321
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3─2. 財政力指数の変化










額について見てみると、2009年度を 100とすると 2013年度、非合併市町村は 96.7と減少
しており、久喜市も 97.2と同様に減少、5年度間を通じて大方同じ動きをしている。一




財政力指数 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度
久喜市 0.81 0.83 0.86 0.88 0.90 0.93 0.96 
菖蒲町 0.55 0.57 0.59 0.61 0.62 0.64 0.67 
栗橋町 0.58 0.59 0.61 0.64 0.68 0.73 0.79 
鷲宮町 0.58 0.60 0.62 0.64 0.67 0.70 0.73 
基準財政収入額（千円） 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度
久喜市 9,323,087 9,101,847 8,552,295 8,810,184 8,852,611 9,480,620 9,787,541
菖蒲町 2,441,672 2,413,402 2,299,086 2,272,787 2,331,050 2,406,811 2,561,545
栗橋町 2,748,790 2,670,551 2,523,658 2,634,638 2,781,423 2,885,413 3,249,492
鷲宮町 3,227,869 3,151,913 2,982,197 3,057,234 3,100,000 3,330,095 3,502,871
1市 3町合計 17,741,418 17,337,713 16,357,236 16,774,843 17,065,084 18,102,939 19,101,449
基準財政需要額（千円） 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度
久喜市 11,068,358 10,639,985 9,876,960 9,681,366 9,766,111 9,824,399 9,744,331
菖蒲町 4,295,299 4,109,106 3,795,409 3,639,328 3,700,580 3,617,596 3,666,022
栗橋町 4,581,964 4,366,159 4,003,462 3,830,237 3,801,532 3,679,174 3,759,167
鷲宮町 5,394,624 5,140,066 4,638,285 4,477,226 4,511,778 4,526,217 4,595,150
1市 3町合計 25,340,245 24,255,316 22,314,116 21,628,157 21,780,001 21,647,386 21,764,670
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均財政力指数を比較してみると、人口 30万人以上の市では、合併が 0.97と 0.97、非合併
が 0.95と 0.94、人口 10万人以上 30万人未満の市では、合併が 0.77と 0.77、非合併が
0.96と 0.92、人口 10万人未満の市では、合併が 0.67と 0.68、非合併が 0.85と 0.84、町村
では、合併が 0.51と 0.47、非合併が 0.69と 0.66と、全体的に非合併市町村の方が指数が
低下している。次に、2013年度のグループ別合計収入額と合計需要額それぞれの 2005年
度比増減率を見てみると、合併市（人口 30万人～）は＋ 6.4％と＋ 7.4％、合併市（人口
10万人～30万人）は＋ 1.0％と＋ 0.7％、合併市（人口～10万人）は－ 1.8％と－ 1.3％、
合併町村は－ 13.8％と－ 1.9％、非合併市（人口 30万人～）は＋ 3.4％と＋ 8.0％、非合併
市（人口 10万人～30万人）は＋ 0.8％と＋ 7.7％、非合併市（人口～10万人）は＋ 2.9％





増減率は、高い順に 1位さいたま市（＋ 6.4％）、2位東部（＋ 6.1％）、3位南部（＋




合算値（千円） 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
久喜市 18,131,887 16,823,310 17,684,970 17,433,116 17,617,766
県内非合併市町村 472,833,641 439,479,169 450,616,374 447,324,427 457,450,072
2009年度を 100とした場合 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
久喜市 100.0 92.8 97.5 96.1 97.2 
県内非合併市町村 100.0 92.9 95.3 94.6 96.7 
基準財政需要額
合算値（千円） 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
久喜市 21,303,684 19,833,331 20,320,686 20,162,562 20,349,333
県内非合併市町村 490,835,621 496,769,569 515,571,287 515,123,245 521,616,269
2009年度を 100とした場合 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
久喜市 100.0 93.1 95.4 94.6 95.5 
県内非合併市町村 100.0 101.2 105.0 104.9 106.3
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り、同様に、合計需要額については 1位南部（＋ 18.6％）、2位南西部（＋ 13.2％）、3位







次に、人件費決算額について見ていく。表 5は、久喜市（旧 1市 3町を含む）と平成の大
合併期に合併しなかった県内の市町村の人件費決算額の推移を示したものである。久喜市
の職員数は、2001年度旧 1市 3町計で 1013人であったのが、2013年度では 824人に減少
し、人件費も表 5の通り減少していることが分かる。一方、非合併市町村でも、合計職員







人件費決算額（千円） 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度
久喜市 3,899,930 3,910,108 4,006,149 4,053,210 3,968,737 3,935,724
菖蒲町 1,454,839 1,388,306 1,402,095 1,492,940 1,497,533 1,417,369
栗橋町 1,593,563 1,657,029 1,567,790 1,558,625 1,545,176 1,524,682
鷲宮町 2,069,834 1,995,723 1,959,007 1,924,301 1,784,274 1,769,912
1市 3町合計 9,018,166 8,951,166 8,935,041 9,029,076 8,795,720 8,647,687
県内非合併市町村合計 238,683,594 237,342,020 236,944,029 236,040,530 234,285,846 230,811,015
2001年度を 100とした場合 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度
久喜市（合併前の1市3町を含む） 100.0 99.3 99.1 100.1 97.5 95.9 
県内非合併市町村 100.0 99.4 99.3 98.9 98.2 96.7 
2009年度を 100とした場合 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度
久喜市
県内非合併市町村
2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度





229,419,000 224,656,208 220,904,174 216,072,754 214,714,055 209,473,627 195,455,846
2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
93.7 93.4 94.1 90.2 88.7 86.3 81.7 
96.1 94.1 92.6 90.5 90.0 87.8 81.9 
2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
100.0 95.8 94.3 91.7 86.8 




と、合計人件費決算額は約 2036億 5161万円から約 1742億 1909万円（2001年度を 100









































































































  1） 内閣府ホームページ『地方分権の推進に関する決議（衆議院）』を参照。
  2） 総務省（2010）『「平成の合併」について』を参照。




  4） 総務省ホームページで閲覧できる市町村決算カードが 2001年度から 2013年度であるため、同様の
期間について分析した。
  5） 2013年度の経常収支比率は 2005年度に比べ、行田市は＋ 3.1ポイント、秩父市は－ 1.9ポイント、
本庄市は－ 8.0ポイント、鴻巣市は－ 3.9ポイント、ふじみ野市は－ 12.5ポイント、春日部市は－
1.0ポイント、深谷市は＋ 3.2ポイント、小鹿野町は－ 8.2ポイント、神川町は－ 13.4ポイント、と
きがわ町は＋ 2.6ポイント、となっている。
  6） 詳細は全国町村会ホームページ『全国町村会｜町村の取り組み』を参照。
  7） 「埼玉県県政サポーターアンケート」より。2010年 9月実施。回答者数 919。埼玉県（2011）『埼玉
県の市町村合併～「平成の大合併」の現状と課題～』を参照。
引用文献
［ 1 ］ 久喜市（2014）『久喜市中期財政計画（平成 25年度～平成 29年度）』http://www.city.kuki.lg.jp/
shisei/zaisei_yosan_kessan/zaisei/chuukizaisei.files/chuukikeikaku.pdf（アクセス 2015/12/17）
［ 2 ］ 埼玉県（2011）『埼玉県の市町村合併～「平成の大合併」の現状と課題～』https://www.pref.
saitama.lg.jp/a0106/gappei/documents/426899.pdf（アクセス 2015/12/17）
［ 3 ］ 全国町村会ホームページ『全国町村会｜町村の取り組み』http://www.zck.or.jp/forum/（アクセ
ス 2015/12/17）
［ 4 ］ 総務省ホームページ『総務省｜地方財政状況調査関係資料｜決算カード』http://www.soumu.
go.jp/iken/zaisei/card.html（アクセス 2015/12/17）
［ 5 ］ 総務省（2010）『「平成の合併」について』http://www.soumu.go.jp/gapei/pdf/100311_1.pdf（アク
セス 2015/12/17）
［ 6 ］ 内閣府ホームページ『地方分権の推進に関する決議（衆議院）』http://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/archive/category04/archive-19930603.html（アクセス 2015/12/17）

